
令和２年12月～令和３年１月の大雪被害に関する対応策 令和３年１月22日

■この冬の大雪により、関越道や北陸道での立ち往生や、除雪作業中の事故等による死者が相次ぐなど、多くの被害が報告されている。
■今回、被災者の安全・安心を確保するとともに、被災自治体が躊躇なく除排雪等、復旧に取り組めるよう、被災者や被災自治体等に
対する支援などの対応策を取りまとめた。

■引き続き、被害状況の把握に努め、関係省庁が連携して必要な対応を行っていく。

○農業用ハウス等の再建や修繕、撤去、果樹の改植等への支援
•被災した農業用ハウス等を自治体が撤去等する場合、災害廃
棄物処理事業により支援。

•園芸施設共済等の損害評価を迅速に行い、共済金を早期支払
い。

•農林漁業者の経営再建に向け、長期・低利の農林漁業セーフ
ティネット資金等で支援。

•被害果樹の植替えや、これにより生ずる未収益期間に要する
経費等を支援。

○中小事業者に対する支援
•①中小企業団体等による特別の経営相談窓口の設置、
②日本政策金融公庫等による災害復旧貸付、
③信用保証協会による一般保証とは別枠で借入債務の100％
を保証するセーフティネット保証４号
など、災害復旧のための資金繰り支援等を実施。

○立ち往生への対応
•北陸道等における立ち往生については、検証結果を踏まえ、必要な対策を行う。
○降雪に関する事故防止への呼び掛け等

•自治体に対し、複数人での除雪作業の実施など、事故防止に向けた注意喚起のための事務連絡を発出。
•除雪機使用時の事故防止や、大雪による被害に便乗した保険金詐欺などの悪質商法への注意喚起等を呼び掛け。

１．基本方針

２．対応策

○自治体が行う道路の除排雪、雪下ろし経費等に対する財政
支援
•自治体の除排雪経費については、普通交付税、特別交付税
により措置。

•特別交付税の繰上げ交付（218市町村、369億円）。
•高齢者等の雪下ろし作業の委託経費については、特別交付
税により措置。

•地方公共団体が管理する積雪寒冷地域における道路の除雪
費については、年度当初において、社会資本整備総合交付
金により支援。降雪状況に応じて、当初執行保留していた
除雪補助や社会資本整備総合交付金の一部を追加的に配分。

○災害救助法による住家の除雪（障害物の除去）の支援
•法に基づく障害物の除去による救助期間の延長の実施など、
実情を踏まえた運用。

（１）自治体の除排雪事業等への支援 （２）農林漁業者、中小事業者に対する雪害への支援

（３）その他
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１．基本方針 

この冬の大雪により、関越道や北陸道での立ち往生や、除雪作業中の事

故等による死者が相次ぐなど、多くの被害が報告されている。 

これまで政府としては、関係閣僚会議や関係省庁災害警戒会議・対策会

議を開催し、警戒体制に万全を期すとともに、災害対応に当たってきたと

ころであるが、今回、被災者の安全・安心を確保するとともに、被災自治

体が躊躇なく除排雪等、復旧に取り組めるよう、被災者や被災自治体等に

対する支援などの対応策を取りまとめた。 

引き続き、被害状況の把握に努め、関係省庁が連携して必要な対応を行

っていく。 

 

２．対応策 

（１）自治体の除排雪事業等への支援 

○自治体が行う道路の除排雪、雪下ろし経費等に対する財政支援 

自治体が行う除排雪の経費については、普通交付税の算定におい

て標準的な所要額を措置し、実際の所要額がその措置額を超える場

合には、特別交付税により更に対応することとしている。 

令和３年１月 22 日には、災害救助法の適用団体など 218 市町村を

対象に、３月に交付すべき特別交付税の一部、369 億円を繰り上げて

交付することを決定した。 

また、高齢者等の雪下ろし作業について、委託経費に対し、特別

交付税措置を講じている。 

地方公共団体が管理する積雪寒冷地域における道路の除雪費につ

いては、年度当初において、社会資本整備総合交付金により支援す

るとともに、降雪状況に応じて、当初執行を保留していた除雪補助

や社会資本整備総合交付金の一部について、年度途中において、追

加的に配分することとしている。 

自治体が予算を心配して躊躇することなく、除排雪をしっかり進

められるよう対応していく。 
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○災害救助法による住家の除雪（障害物の除去）の支援 

災害救助法に基づく障害物の除去として行う住家の除雪につい

て、放置すれば住家の倒壊等により生命及び身体に危害を受けるお

それが生じた場合の屋根からの雪下ろし、住家の出入口等で日常生

活に支障をきたす場合の除雪を対象としているところ。 

被災自治体からの要望も踏まえ、令和３年１月15日に救助期間の

延長（１月31日まで）を決定したところであり、引き続き、被災自

治体の実情等を踏まえた運用を図っていく。 

 

（２）農林漁業者、中小事業者に対する雪害への支援 

○農業用ハウス等の再建や修繕、撤去、果樹の改植等への支援 

今冬の大雪では多数の農業用ハウスの倒壊等が発生しており、こ

れらが長期間放置されると新たな災害等により周辺環境へ支障を及

ぼすおそれがある。そのため、生活環境保全の観点から支障が認め

られ、市町村がこれらの農業用ハウス等について、一体的に収集

（撤去を含む）、運搬及び処分を行う場合には、災害廃棄物処理事

業の補助対象としている。 

園芸施設共済等の損害評価を迅速に行い、損害の割合に応じて共

済金の早期支払を実施。 

また、今冬期の大雪により被害を受けた農林漁業者の経営再建に

向けて、長期・低利の農林漁業セーフティネット資金等により支援

する。 

さらに、被災した果樹農業者に対し、被害果樹の植替えや、これ

により生ずる未収益期間に要する経費等への支援を行う。 

なお、農林水産業については現在被害状況を調査中であり、被害

の状況を速やかに把握した上で、適切に対応していく。 

 

○中小事業者に対する支援 

災害救助法が適用された秋田県、新潟県、富山県及び福井県内の

日本政策金融公庫、商工組合中央金庫、信用保証協会、商工会議所、

商工会連合会、中小企業団体中央会、よろず支援拠点、全国商店街

振興組合連合会、中小企業基盤整備機構の各地域本部及び各経済産

業局等に特別相談窓口を設置し、災害により影響を受ける中小企業

者からの相談に対応している。 

また、災害救助法が適用された秋田県、新潟県、富山県及び福井
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県内の各市町村等において被害を受けた中小企業・小規模事業者に

対する災害復旧貸付や、一般保証と別枠で融資額の100%を保証する

セーフティネット保証４号により、経営の安定に必要な資金の貸付

の支援を行っている。 

さらに、日本政策金融公庫、商工組合中央金庫及び信用保証協会

が、返済猶予等の既往債務の返済繰延等の条件変更、貸出手続きの

迅速化及び担保徴求の弾力化などについて、今般の災害により被害

を受けた中小企業・小規模事業者の実情に応じて対応するよう要請

を行っている。 

災害救助法が適用された秋田県、新潟県、富山県及び福井県内の

各市町村において被害を受けた小規模企業共済契約者に対しては、

中小企業基盤整備機構が原則として即日で低利で融資を行う災害時

貸付を行っている。 

これらにより、中小事業者の災害復旧のために必要な資金繰り支

援等を行っていく。 

 

（３）その他 

○立ち往生への対応 

北陸道等における立ち往生については、検証結果を踏まえ、必要

な対策を行うこととしている。 

 

○降雪に関する事故防止への呼び掛け等 

自治体に対し、複数人での除雪作業の実施など、事故防止に向け

た注意喚起のための事務連絡を発出し、住民への普及啓発・注意喚

起の一層の取組を促進している。 

また、除雪機使用時の事故防止や、大雪による被害に便乗した保

険金詐欺などの悪質商法への注意喚起等の呼び掛けを実施している。 
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